









































































































































































　　　　　　資　本　維　持　　　　　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　体　維　持　 　　　　　　　　　　　　　 実
　　（＝貨幣数量的一定原初資本の維持）　　　　　　　　　（＝原初の量的一定生産能力の維持）
そして、ハックスは、まず財の価格が下落するような場合は、企業の実体の維持にとっては、名目資本維
持の方が必要であるとし、そして資本維持を名目資本の維持と実質資本維持に区分するのである。⑪
　また、実体維持については．次のように述ぺる。現在の市場経済制度に於いては、資本維持の問題は、
決定的な意義があり、経営実体の維持の問題は、重要性が余りないということは意味のないことなのであ
る。生産可能性と売上可能性が＋分に有効であるためには、一定の大きさの建物を有する工場設備と、原
料・半製品・完成品の最低在庫量をもつ一定の機械場所が必要である。このことを基礎とすれば、消費さ
れた在庫品は継続的に再調達されなげればならない。すなわち設備は、稼働能力ある状態で維持翫る必腰
に応じて更新されるべきものである。この条件の基において、次のことが可能である。すなわち投下貨幣
資本の収益性は、継続的に安全である。それ故に獲得された収益は、まず第一に消費された生産財を再調
達し、そして、その方法によって原初生産能力が維持されることになる。このような最小限の目標の保全
の後に生産力及び収益力を縮少すること左く、留保された収益が利益課税という形態で及び配当支払いと
いう形で企業から流出することVC・ltる。⑫
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　そして更に実体維持の内容について次のように述ぺるのである。短期計画の範囲内で、原初財貨在庫量
を収益から再調達するならば、一般的にはそれで充分である。我々はここに診いて再生産的実体維持につ
いて述べることが出来る。しかしながら長期的観点からは変化する技術及び経済的状態を適合させなけれ
ばならない。そして従って次のような問題が明らかとなる。す友わち、消費された生産財のどういう形態
でどれだげの量がなければならないか。そして、それによって実体維持の問題が満足されるのである。こ
のような場合に、単なる再生産すなわち、等しい原料と経営能力の再調達は充分でない。　　なぜ
ならば、経営はもしそうでなければ市場の給付の要求は、充分ではないのである。この場合に関連してハ
ゼナックは、給付数量的資本維持という概念を示した。我々の概念によれば、給付数量的実体維持を述べ
なければならない。これに代えて我々は．少なくとも原初生産数量すなわち同質生産能力が存在しなけれ
ばならないということ、給付数量的実体維持について述べなければならないということを確認するのであ
る。この結論として．実体資本維持を次のような形態に区分するとする。
（1）再生産的実体維時＝　一定の形態での消費された生産財の再調達
（2）給付的実体維持＝　　原初生産財の現在高に少なくとも量的・質的に等しい生産給付である生産財の
　　　　　　　　　　　再調達⑬
　すなわち、ハックスは「短期計画的にみれば、現実に再生産的実体維持でよい場合がある。しかし長期
にわたる視点では、技術上、経済上の変化、発展にてらして維持を考えなければならず、困難な問題を生
ずるが、ハックスは、再生産的維持にかえて、一応、成果的実体維持を考えている」⑭のである。
　以上の議論によって、次にハックスは企業会計の基本的形態としての貨幣資本計算と実体計算について
述べる。すなわち、企業会計は、企業家に経営維持の最低の要求を満足させるために、成果があるかどう
か及びどの程度成功したかを確認しようとする。この目的のために、収益が費用を少なくとも補償してい
るかどうかを費用と収益を比較することによって検証するのである。一般に収益は、売上高の形をとり、
費用は、財貨量の過程であり、すなわち生産財の消費である。この消費は、それが計算される時に、すな
わち収益に対応され、そして評価されなければならない。その際に次のような問題がある。すなわち、ど
のようにして費用が評価され、一方あるいは．他の形に澄いて経営維持の目的が達っせられるか。そして
その限りに齢いて経営維持に関連する企業会計の問題は、費用評価の問題である。そして経営維持は、一
定の貨幣資本の維持が、あるいは、一定の財貨量の維持のどちらかである。この種々の目的設定が、企業
会計の2つの基本的形式を示すこととなる。すなわち、貨幣資本計算と実体計算である。貨幣資本計算は、
投下貨幣資本の維持の原則から出発する。それは．またここでは、次の事が明らかとなる。すなわち、支
出された貨幣額が獲得された収益から分離され維持される。そして結果的ft　H幣支出が生産財の仕入価格
と一致する。また投下された貨幣資本を収益から、分離しようとする人は、計算する場合には、費用を、
実際に支払われた仕入価格で基本的に評価しなければならない。そのことから、貨幣資本計算についての
本質である伝統的捌益計算に諦てば仕入価格Kよる支配的蜴糊らかとなるとされるのである⑮。
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　次に実体維持については、「実体維持計算は一定の経営実体の数量的維持の原則から出発する。ここで
は、次の事が問題となる。すなわち、費用計算を通じて分離された収益の一部が消費された生産財の再調
達をなすことが出来る。この再調達が、まず最初に可能であるということが明らかであり、収益が獲得され
るならば、消費された生産財について、製品の取引日に計算されるべきところの価格を基礎として評価し
なければならない。それは、ここでは、簡単に再調達価格として定義される」⑯。すなわち、貨幣資本計
算は、貨幣一商品一貨幣として、実体計算は、商品一貨幣一商品という形式で示され、前者は、
原初支払額を越える貨幣余剰が利益であり、後者は売上高と、消費された費用財の再調達価格によって利
益が決定されるとする。⑰。
　そして「貨幣資本計算に対して、実体計算は将来計算である。それは、過去において消費された費用財
について支払われた価格については、関係なく、取替財に対して現在あるいは将来において支払われる価
一格に関連する。この実体計算の意義は、生産場所と収入源泉としての企業の永続的な維持である。このよ
うな計算瓜貨幣資本計算よりも疑いなく永続的組織として近代の企業の性質に合致するのである」⑱と
論ずる。
　次にハックスは、貨幣資本計算あるいは実体計算のどちらか一方では、費用財の価格騰貴時と価格下落
時では、利益決定に危険を及ぼす恐れがあるとして次のように述べる。すなわち、「両方の危険に対処し
ようとするならば、両利益概念を互に結合することが必要である。しかもそれは、仕入価格の上昇の際に
は、原則的に実体計算の利益概念が妥当し、価格下落の際には、貨幣資本計算の利益概念が妥当するとい
うところの方法において結合することが必要である。そして、利益の分配の観点からこの原則は次のよう［’i一
に表現することが出来る。すなわち．価格上昇の際には、実体利益、価格下落の際には資本利益というよ
うに両利益額の内、少ない方がその都度分配される。この問題の解決は、当然に理論的観点からは不齪な
ものである。すなわち各々の場合に首尾一貫しないものとして表われる。租税及び収益課税の観点から．
利益計算の際に、企業の為に税負担を有利にするという関係でその都度取り扱われるということで異議を
唱えることが出来る。今や、首尾一貫しないという非難はそれ程重大ではない。すなわち、我々は次のこ
とをなお確認する。’すなわち、これより一貫性がないという議論は、すでに企業会計の担っている基礎が、
所謂、不平等原理という形で存在する。この他に、一貫性がないという異論は、より高い領域からみれば、
すなわち企業維持からみれば、消滅することである。この目標が総合経済的に意味深いものとして認めら
れるならば、種々の取扱いは分配可能なものとして示される利益の測定の際には、もはや一貫性のないも
めとはならないのである」⑲と論究するのである。
⑧Hax，　IDie　Substanzerhaltung　der　Betriebe．　S．S．13－14
⑨Hax，K，　IJ）er　Gewinnbegriff　in　der　Betriebswirtschaftslehre，
　　1926．　S・24
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??????????Hax，　Die　Substanzerhaltung　der　Betriebe，　S・14
a，a，o．　S．17
a，a，o．　S．17－18
a，a，o．　S．】8－19
不破貞春著「新訂会計理論の基劃　　昭和39年、p・233
Hax，　Die　Substanzerhaltung　der　Betriebe，　S・20
a，a，o．　S．21
a，a，o．　S．21
a，a，o．　S．22
a，a．o．　S・26－27
4資本実体結合計算
　次にハックスは、資本実体結合計算の利益概念について論ずる。すなわち「経営維持の関連に夢いて
我々は、一定の利益概念をその時々に一致するところの企業会計の3つの珍式で区分する。
（1）純粋貨幣資本計算＝　名目貨幣資本の維持を目指すもので、仕入価格での費用の評価。
（2）純粋実体計算＝　数量一定的経営実体の維持を目指すもので再調達価格での費用の評価。
（3）資本実体結合計算＝　同時的に資本と実体の維持を目指す。
　第3の形式は、我々の考慮に従えぱ、企業の生存要求に広く合致するものである。しかしながらこれは、
基本的に非論理的であり、首尾一貫性がないものとして言及されている。このことから、この結合計算の
利益概念を徹底的に分析する」⑳とする。
　そして企業会計のこれらの形式による相違は、費用財の価格変動の際にのみ表われるとし、そしてそれ
らを次の3の場合に区分して計算例を次のように示している。
（1）継続的な生産財の価格上昇
（2）継続的な生産財の価格下落
（3）可逆的な価格変動
　（1）の場合にハックスは次のように説明する。
　　Fallla：　他人資本の借入のない純粋資本計算
　　　　　　　　　　　　　　　　　開始貸借対照表
1，000立方米α，1　　・…　1，000　自　己　資　本
　　　　　　　　　　　決算貸借対照表
・…@1，000
500立方米αノ2・：t　　・…1，000
現金資金　　・…LOOO
・… P，　000
・…@1，000
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Fall　1．b：他入資本の借入を伴う純粋資本計算
　　　　　　　　開始貸借対照表
1，000立方米αノ1・… P，000自己資本
　決算貸借対照表
・…@1，000
1，000立方米α’2
現　金　資　金
・… Q，000自
・… P，000．他
　　　　　　利
???・…@1，000
・…@1，000
・…@1，000
Fall　lc：　純粋実体計算
開始貸借対照表
1，000立方米αノ1・… P，000自己資本
　決算貸借対．照表
・…@1、000
・・°°・立互米α’2 ・…@2，000自　己　資　本
利　　　　　益
・…@2，000
・…@　　　　0
Fall　ld：結合計算
開始貸借対照表
1，　000立方米αノ1・… P，000自己資本
　決算貸借対照表
・…@1，000
　　　　　　・・…立方米・’2・…2・…1自己資本　一・・…
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実体維持積立金（Substanzerhaltungs－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r廿cklage）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・…　1，000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利　益・…0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　囲⑳
　この例は、木材卸商の場合であり、期首に1，000立方米（1単位当り1の価格）があり、それが1単
位当り2の価格に上昇する場合の各々の計算方式に基づく決算貸借対照表は上表の如くなるとする。すな
わち継続的に価格が下落する場合には、laの如く、実体の衰退が永続的に、1bの場合には、他人資本
の永続的増加となる。また1eの純粋実体計算の場合には、利益は把握されない。次に結合計算の場合に
は、原初の財貨数量が再調達されて、名目資本を超える資本額は、実体維持積立金に貸記される。そして
この実体維持積立金は永続的に増大する。しかし、企業がやめればその瞬間に拘束されていた利益は自由
になり課税される。従って「そこから、結合計算はその基本に夢いて、実体計算ではなく貨幣資本計算の
特殊な形態」であり、補助計算であり企業の永続的な継続の場合に必要なことなのである。㊧
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一124一
②の場合
　Fall　2a：
　　o
純粋資本計算
開始貸借対照表
1，000立方米αノ1…・ P，000自己資本
　決算貸借対照表
…　　1，000
　　　1，000立方米α，0．8　・…　　800
　　　損　失・…200
Fall　2b：純粋実体計算
自　己　資　本
開始貸借対照表
・…@1，000
1，000立方米α，1・… P，000自己資本
　決算貸借対照表
・…@1，000
　　　1，000立方米α’08　・…　　800　自　己　資　本
Fall　2c：　資本実体結合計算
　　　　　　　　　　　　　　開始貸借対照表
…　　　800
1，000立方米a，1・… P，000自己資本
　決算貸借対照表
・…@1，000
　　　　　1，000立方米αノ0．8　－・　800　自　己　資　本　　　　・…1，000
　　　　　損　失・…200　　　　園㊧
　この場合は、当初1単位当り1の価格であったものが0．8へ下落する場合である。資本実体結合計算の
2cの場合は、結果的に資本計算と一致する。すなわち．結合計算はまず第一に、原初資本の回復に有効
であるべきである。従って、結合計算は、価格下落の場合には、名目資本の維持を目指すのである。すな
わち、物価騰貴の際には、経営実体の価値の方が名目資本よりも高く．物価下落の際には逆となる。それ
故に結合計算にとっては二重の最小限が必要であり、一つは、投下された名目資本であり、もう一つは経
営実体の価値であり、利益決定の基準は高い方である。かくして「結合計算は、貨幣資本計算の特殊な形
態であり、最糊的と・して投下された貨幣資本の維持を狙。ているものである」＠。
　（3）の場合
　　Fa11’3a：他入資本の借入の存い純粋資本計算
　　　　　　　　　　　　　　開始貸借対照毒（第1年度）
1，000立方米αtl…・ P，000自己資本
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・…@1，000
決算貸借対照表（第1年度）
500立方米α，2
現金資金
　・…1，0001自己資本　　・…1，000
　・…1，000利 益・…1，000
決算貸借対照表（第2年度）　　　　　　・
500立方米α，14
損　　　　失
　…　700自己資本　　・…1．000
　－■。・　300！
決算貸借対照表（第3年度）
　　　500立方米α’O．8　　　　　400　自　己　資　本　　　　・…　1，000
　　　損　　　　失　　　　　　600
Fa113b：他人資本の借入を伴なう純粋資本計算
　　　　　　　　　　　開始貸借対照表（第1年度）
1，000立方米αノ1　一・・1，000自己資本
決算貸借対照表（第1年度）
・…@1．000
1，000立方米α’2
現金資金
　・…2，000他人資本
　・…1，　000自己資本
　　　　　　利　　　　益
決算貸借対照表（第2年度）
・…@1，000
・…@LOOO
・…@1，000
震・・『iY”・4：：：：・雛諾歪：：：翻
　　　　　　　　決算貸借対照表（第3年度）
　　　1，000立方米α’0．8
　　　損　　　　失
Fall　3c：純粋実体計算
　　　800他人資本　　・…1，000
　・…1，200自己資本　　・…1．000
開始貸借対照表（第1年度）
1，000立方米α’1　・…1，　000自己資本
決算貸借対照表（第1年度）
・…@LOOO
1，000立方米α’2 ・…@2，000
　　－126一
決算貸借対照表（第2年度）
1，000立方米α’1．．4
損　　　　　失
決算貸借対照表（第3年度）
　　　1，000立方米αノ0．8　　・…　　800
　　　損　　　　　失　　　　　・一・　　　O
Fa・　1　ll　3　d：結合計算
自　己　資　本
開始貸借対照表（第1年度）
・…@　800
1，000立方米αノ1　・…1，000自己資本
決算貸借対照表（第1年度）
・…@1，000
1，000立方米α，2　・…2，000自己資本
　　　　　　　実体維持積立金
　　　　　　　利　　　　　益
決算貸借対照表（第2年度）
・…@1，000
・…@1，000
・…@　　　　0
1，000立方米a’1．］1　・…　1，400　自　己　資　本
損　　　　　失　　　　　・一・　　　0　実体維持積立金
　　　　　　　　　　決算貸借対照表（第3年度）
・…@1，000
・…@　400
1，000立方米αノ0．8
損　　　　．失
800
200
　価格が1単位当り、期首は1、第1年度は2、第2年度は3、第3年度は4に変化する場合の、各計算
は上記のとうりである。⑳
　この際、ハックスは結合計算の際に算出される実体維持積立金については、「企業解散の場合のほかに、
費用財の再調達価格が下落して、貨幣資本維持で充分になったような場合にも、利益に振替えられるので
ある。かくてハックスは、実体維持積立金を、拡張された実現主義（erweitertes　Realisati－
onsprinzip）という独自の理論的展開によって説明し．いわば、一種の未実現利益を収容する項目
としている」⑳のである。すなわち．「実現原則の変化と拡張発展は．於よそ次の如く考えることが出来
る。すなわち、獲得された財の仕入あるいは製造原価の比較によって余剰額があるならば、その限りにお
いて．疑いなく利益実現が存在する。しかしもしも費用財の再調達価格が上昇するならば、実現した利益
は、部分的あるいは全部が、古い生産能力を回復するために必要となる。その限りに於いてまた、実現．プ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー127・一
ロセスは、暫定的性格を有する。すなわち、利益は、それが経営実体の維持にもまた古い生産能力の維持
にも必要でない時に始めて決定される。その各々の場合、利益部分は、費用財の再調達価格を越えたもの
である。実体維持のために、留保される利益部分は、種々の方法に於いて貸借対照表で保持される。すな
わち簡単で明瞭な方法は、その目的を実行しようとするならば実体維持積立金と暫定的で利益課税によっ
て理解されないところの利益積立金の設定である。髄もちろんこの利益部分は、永続的に制限されるもので
はない。費用財の再調達価格が再び下落するならば、その利益額は再び自由に解放され、課税され配当さ
れる。もし企業が清算するとすれば、その留保された利益金額は自由になる。すたわち原初に投下された
貨幣資本額を越えて残存するものが利益として証明され理解される。それ故に、企業内部にそれ以上拘束
されない。この瞬間に、実現は決定的となる。生存企業で、実体維持について実現主義の原則の拡張は、
次の事を成立させる。すなわち、費用財に投下された貨幣資本が販売によって貨幣売上高になった場合に
は利益は実現したものとして妥当せず、また証明されないので．もはや、経営実体の維持に必要なく、又．
企業にもはや拘束されないという時に利益は実現したものとされる。その際に始めて利益は、実現が決定
さ江かつ利益課税がなされ配当されるのである」。⑳
　す左わちハックスは、結合計算に診げる再調達価格と取得原価に基づく費用評価の適用に関する必然性
は「拡張された実現主義の原則」によって計算原理的にも論拠づけようとしているのである。⑳
⑳Hax，　Die　Sabstanzerhaltung　der　Betriebe，　S．32
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5むすびにかえて
　以上、ハックスは、経営実体維持の観点から、資本実体結合計算を説明するわけであるが、次に結論的
に次のように述ぺるのである。す左わち、実体計算の実践的な実行の際には次の2つの困難性が明らかで
あるとする。
（1）費用評価の際に基礎となっているところの再調達価格は、仕入価格よりも一般に未確実である。
（2）変化している市場状態の影響下では、必らずしも同一費用財は再調達されない。
・ミー128－一
　しかし第一の問題は解決可能であるが、第二の問題は、解決が困難であり、従って、実践的な企業会計
はまず最初に常に貨幣資本計算ということになる。しかし近代企業は、永続的組織として実体計算を必要
とする。それ故に実体維持は絶対的に最低の要求である。しかし実体維持は、実体計算の助げをもって測
定される。しかし企業家はこの実体計算に財貨数量的構成の内に恒常的な変化について確実な基礎を得る
ことが出来ない。すなわち、これらの理由から、それは常に正確な貨幣資本計算の範囲内のみで実行され、
かつ常に近似の解決を得ることに努めることとなる。それは、企業計算の範囲内で不可欠のものである。
すなわち単にその結果の近似的性格について認識していなければならない。⑳　かくしてハックスは次の
ように結論づけるのである。「企業会計の唯一の確実な形態は、実際の生産財の仕入価格に基礎をk・く貨
幣資本計算である。しかし、今や、貨幣資本の維持について与えられた方法のみでなく経営実体の維持に
ついて計算への明白な要求が存在する。しかし確実な実体計算は、企業の仕入側の恒常的な変化のために
不可能である。すなわち実体維持の目的を達成しようとしてむしろ近似的解決で満足しなければならない
が．しかし決して確実なものに到達することは出来ない。それ故に企業の基本的な計算は、単に貨幣資本
計算だけであり得るということが明らかとなる。実体計算は、補助計算の性格を有する。・…実体計算の
方法的制限のために貨幣資本計算の発達のみが存在し、そして実務的可能性の枠内で、実体維持について
の要求が合致され得るOである」．⑳
　すなわち、ここに澄いて「ハックスの所論は結局において、貨幣資本計算を価格上昇期に実体計算によ
って補充するかたちの結合計算として説かれているのであるが、しかも、そのはじめの理論的展開の態度
とはうってかわって実体維持計算の本質の吟味、その計算確実性の考慮等をするにいたって、実体計算の
実行について急に消極的になっている」⑳のである。
　以上が、ハックスの資本実体結合計算に関する論述の概要であるわけであるが、ここで次のような問題
点が明らかとなる。すなわち、まず第一に企業維持の論拠としている総合経済的観点と企業会計との関
連であり暁第二に、「拡張された実現主義の原則」の理論的妥当性であり、第3に．実体維持積立金の
利益性の妥当性である⑳。これらの問題点の研究が企業維持を中心概念とする企業会計の一つの課題であ
るo
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